
３．公正さを担保する趣旨で，解剖中の依頼医療

機関の立会を原則として行っていない（但し，必

要があれば，遺族側の了解を得て立会を許可する

ことは可能）． 

 

８．【解剖後の説明】 

１．解剖終了後，解剖担当者三者で意見をまとめ，

解剖結果についての説明を，口頭で遺族，依頼医

療機関に同時に行う． 

２．出来るだけ平易な言葉を使い，分かりやすく

説明することに心がける． 

３．遺族や依頼医療機関から様々な質問を受ける

ことがあるが，基本的には客観的な解剖所見と死

因についての説明に留め，診療行為の適否等につ

いては，評価委員会で検討する旨回答する．また，

肉眼所見のみでは死因が特定出来ない場合にも，

詳細は評価委員会等で検討する旨回答する． 

 

９．【死体検案書等】 

１．遺体を荼毘に付すこととの関係で，必要書類

として死体検案書の作成を求められる場合がある．

新制度においては，手続きが明確化されるものと

考えられるが，現時点では，原則として依頼医療

機関に死亡診断書を記載してもらうことで対応す

る。但し，依頼医療機関が死亡診断書を作成出来

ない等特殊な事情があり，遺族の求めがある場合

には，解剖担当者に死体検案書を作成してもらう

場合も有り得る． 

２．その他，後日，遺族や弁護士，保険会社など

から解剖担当者に対して問い合わせがあった場合

には，原則として事務局が窓口となって対応する． 

３．現在のところ，解剖担当者（モデル事業関係

者）が当該事例の訴訟において証人として出廷を

要請されたケースはないが，このような場合も事

務局，当該制度で出来るだけの支援を行うことと

する． 

 

参考： 

医師法第 19 条 診療に従事する医師は，診察治

療の求があつた場合には，正当な事由がなけれ

ば，これを拒んではならない． 

２ 診察若しくは検案をし，又は出産に立ち会

あた医師は，診断書若しくは検案書又は出生証

明書若しくは死産証書の交付の求があつた場合

には，正当の事由がなければ，これを拒んでは

ならない． 

 

10．【遺体の搬送】 

解剖後の遺体の搬送手続きは，事務局が調整を

行う． 

 

11．【解剖結果報告書の作成】 

１．解剖担当者は，三者間で協議の上，解剖後 2

ヶ月程度で解剖結果報告書を作成する． 

２．客観的な所見に基づいた医学的に公正と考え

られる報告書を作成する．  
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